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寄　稿

って憂慮するポイントがいくつか存在してい
る。例えば、漁業権に関する優先順位の条件
が廃止され、企業等の漁場利用への新規参入
を促す規制緩和がなされた。またIQ制度（個別
漁船ごとに魚種・漁獲量を割当）の導入にあた
っての基準が小規模漁業にとって不利になり、
大規模漁業や企業等に有利に設定されると懸
念されている。
ただし制度改正に関する運用実績が不明確

な現状において、むしろ地域漁業の生き延び
るための戦略を前向きに検討すべきと考える。

3　コロナ禍がもたらした水産物消費の変化
2020年、社会・経済は新型コロナウイルス

感染症によって大混乱に陥った。令和３年度
水産白書で詳解されているが、飲食店需要が
落ち込み、水産物の取引価格と流通量が激減
した。一方、巣ごもり需要によって量販店等
での水産物需要が前年比で数％ほどV字回復
し、魚離れが叫ばれて久しい昨今において一
筋の光明となった。
またコロナ禍は水産物流通にも大きな変化

をもたらした。例えば電子商取引（eコマース：
EC）による生鮮食料品のネットでの購入が大
幅に増加した。魚介類に関して言えば、消費
者の従来の購買行動は店頭で直接商品を確認
して購入する場合がほとんどであった。しか
しコロナ禍はネット等での魚介類購入の機会
を創出しただけでなく、そのことに対する消
費者の意識と行動の障壁を低くしたと考えら
れる。もちろんこれらの現象は、ECシステム

1　はじめに
わが国の地域漁業における主要な漁業経営

体は家族経営を中心とした小規模漁業者であ
る。小規模漁業は地域に根ざした生活者兼経
営者という位置づけにあり、地先海面の水産
資源を持続的に利用するために漁協等ととも
に自助努力や管理などを行ってきた

（注1）
。

新漁業法等の制度改革は多くの関係者にと
って重要な意味を持っている。しかしながら
現場関係者や研究者が指摘するように規制改
革会議での議論をベースにした企業参入や経
営効率化に主眼がおかれ、大規模化や効率化
に偏重しており地域漁業の今後に大きな影響
を及ぼす恐れがある。
本稿では、漁業制度の改革を前提として地

域漁業が新しいルールにもとづきながらどの
ように対応していくべきか、アフターコロナ
を見据えた展望を検討してみたい。

2　漁業制度改革における地域漁業の位置づけ
2020年末に施行された新漁業法は、漁業生

産の効率化（漁船の大型化推進、IQ制度の導入、
企業参入条件の緩和など）や漁場利用に関する
審査制度の改変（漁業権優先順位の廃止、漁業
調整委員会制度の公選制廃止など）、IUU（違法・
無報告・無規制）漁業の駆逐、科学的根拠にも
とづいた資源管理システムの構築（管理目標・
基準の設定、資源維持の安定・回復など）が定め
られている。
地域漁業のあり方や漁業経営に新たな枠組

みが設定されることとなり、漁業関係者にと
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がコロナ禍以前に全国各地で確立されていた
ことが大きい

（注2）
。

水産物流通のこれらの変化は生産者にとっ
て販路の選択肢が大幅に増えたことであり、
なおかつこれまで商圏として捉えていなかっ
たユーザーも対象になったことである。さら
に言えば、消費者とダイレクトにつながる（実
際にはECシステムが介在）ことで、評判・評価、
動機付けとしても産地と消費の双方に大きく
作用することになる

（注3）
。一方、消費者にとって

は、地元のスーパーでありふれた魚介類を購
入するしかなかった状況が、簡易・簡便・安
心なECシステムによってさまざまな産地から
季節ごとに美味しい鮮度の良い魚介類を購入
することができるようになった。

4　アフターコロナに向けた地域漁業の展望
新しい漁業制度下の状況と消費サイドの変

化を踏まえれば、今後の地域漁業ならびに小
規模漁業は大きく変革していく必要がある。
例えば、IQ制度の導入によって漁獲量が個別
に割り当てられるならば、高い利益率を確保
できる販売戦略を各経営体で考えなければな
らない。浜プラン等で検討してきたことを地
域漁協と漁業者あるいは流通業者も巻き込み

ながら再検討することも重要である。
また自地域に贔

ひ い き

屓の顧客を獲得して独自の
販路を開拓していくことも検討すべきであろ
う。例えば、上述のECシステムを活用した流
通販売の手法は、産地・漁業者と消費者の密
な関係性を構築し、贔屓客・固定客として継
続的な取引につながっているケースが多い。
このような関係性を強化した取引は全国各地
に出現しつつあり、なおかつ成功している。
これらの新しい水産物流通に関しては、水産
庁が地域漁業特有の商習慣の改善についても
指導しつつあり、流通全般の透明化・風通し
を良くする環境が整いつつある

（注4）
。

要するに地域漁業における多くの小規模漁
業は、新しい漁業制度によって出現するビジ
ネスに対して勝ち残るための戦略を持つ必要
がある。すなわち小規模漁業であることの強
みをいかした戦略である。例えばランチェス
ターの法則は弱者（小規模漁業）が強者（大規模
漁業・企業経営など）に対して有利に戦うため
の戦略論だが、強者が参入しづらい小さいマ
ーケットを多数開拓することである。つまり
先述したECシステム等を活用し、数多くの
個々の消費者とつながっていくことである。
現時点において多数のECシステムが存在して
おり、産地側は最適なECシステムを有利に選
択することができる。
現在、コロナ禍によって消費事情や購買行

動が大きく変化しており、おそらく生鮮魚介
類のネット等での直接購入も継続していくこ
とであろう。個々の消費者に対して真摯に対
応するという労力・気力は求められるが、小
規模漁業だからこそできる顧客ニーズへの細
やかな対応を強みにしていくべきである。

（たけのうち　なるひと）

（注 1）2021年度国際漁業学会大会シンポジウム「日
本の小規模漁業の持続可能性とその実現可能性：
スモールは今も果たしてビューティフルか」

　http://www.jifrs.info/taikai/
symposiumprogram_2021.pdf

（注 2）代表的なECシステムとしては、ポケットマル
シェ、魚ポチ、八

はちめんろっぴ

面六臂、ウーオなどがある。
（注 3）もちろんその逆としてクレーム処理を間違え
れば大打撃にもなる。

（注 4）みなと新聞（2021）「漁協の直販妨害防止へ　
漁業者保護で水産庁が指針　買い手の不当圧力も
けん制」（12月23日付）
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